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平成２４年度「一村一エネ」事業補助金評価報告書 
 

平成２５年 ５月 ７日 
 
 
 上川総合振興局長 様 
 
 
                                                                             住  所  上川郡和寒町字松岡３６１番地 
 
                                                                             コンソーシアムの名称及び代表者氏名 

和寒町エコファームタウン推進協議会 
代表者 農業生産法人有限会社ＮＫファーム 
    代表取締役 中 原 浩 一 

 
 
 
平成２４年１０月３１日付け上商労観第２０９３号をもって交付の決定の通知を受けた「一村一エネ」補助金に係る補助金事業の成果の評価について、「

一村一エネ」補助金交付要綱第１５条第１項の規定により、別紙のとおり報告します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。 
 
 



別 紙  
 
  Ⅰ．事業評価総括表 
                                                                （単位：円） 

 
番 号 

 

 
措  置  名 

 

 
補助事業の名称 

 

 
補助金事業者名 

 
補助金事業に 
要した費用 

 
補助金充当額 

 

 
備 考 

 
 

１ 
 

 
 
 

 
「一村一エネ」事業 

 
和寒町エコファームタウン推
進協議会 
代表者 農業生産法人有限会
社ＮＫファーム 
代表取締役 中原 浩一 
 

 
41,136,480 

 

 
30,000,000 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   



  Ⅱ．事業評価個表 

番   号 措    置    名 補  助  金  事  業  名 

１  「一村一エネ」事業 

補助金事業者名 
和寒町エコファームタウン推進協議会 
代表者 農業生産法人有限会社ＮＫファーム 
代表取締役 中原 浩一 

補助金事業実施場所 上川郡和寒町字松岡３６１番地 

補 助 金 事 業 の 概 要 

本事業ではヒートポンプシステムと複層式エアーハウスを併用した水耕栽培用施設を新たに導入することで、冬期間の

農業生産向上と雇用の確保を図る。これにより町全体での生産性の向上と新規作物によるブランドの確立、新規就農者の

育成という地域経済を活性化させるためのサイクル形成を促すものである。 
 
 
 

総 事 業 費 

            41,137,千円 補助金充当額                                       30,000千円 

    千円 
 うち文部科学省分                         
    

 うち経済産業省分                                       30,000千円 

 
 補助金事業の成果及び評価 

和寒町では、越冬キャベツやカボチャなど全道一の生産量を誇る地域であるが、冬期就農が問題となっており、新規就
農者の育成と周年栽培を行うことのできる、リーフレタスやベビーリーフの栽培（水耕栽培）を目的として、ヒートポン
プシステムを導入し、冬期間の暖房熱を高効率なもので賄うことで、年間約３０１ｔのＣＯ２削減を図ることができ、環
境にやさしく付加価値の高い農業生産を行うことができる。また、周年栽培を通じて新規就農者を育成し、定着、自立化
される場として、移住定住人口の拡大を通じた地域経済の活性化を図りながら、低炭素型・新規就農支援型農業生産モデ
ルとして全国への普及を期待している。 

補助金事業の実施に伴い締結された売買、賃借、請負その他の契約 

 
 

契 約 の 目 的           契 約 の 方 法           契 約 の 相 手 方 契 約 金 額           

複層エアーハウス施設整備工事 随意契約 
株式会社ホッコウ 
代表取締役 宮 本 悦 朗 

                  37,149千円 

ヒートポンプ設置工事 随意契約 
イーズエンジニアリング株式会社 
代表取締役 門 間 弘 美 

3,990千円 

成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無 

 無 

本事業に来年度以降も補助金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方 

 来年度以降も補助金を充当する予定はありません。 

補助金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度  

 


